
定時株主総会
招集ご通知

証券コード：5481
回第106

第１号議案　取締役９名選任の件
第２号議案　補欠監査役１名選任の件
第３号議案　役員賞与支給の件

2018年６月27日（水曜日）
午前10時
姫路市飾磨区中島字一文字3007番地
山陽特殊製鋼株式会社　講堂場所

日時

決議事項
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代表取締役社長

樋口  眞哉

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜
り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第106回定時株主総会を2018年 
６月27日（水曜日）に開催いたしますので、ご
出席くださいますようご通知申しあげます｡

　山陽特殊製鋼は、“社会からの信頼”、“お客様
からの信頼”、“人と人との信頼” の確立を目指す

「信頼の経営」を経営理念としております。この
経営理念のもと、開発・品質・安定供給など全
ての面にわたって市場から高い信頼を獲得する

「高信頼性鋼」の提供を通じて、社会のさらなる
発展に貢献することが、当社の使命であると認
識しております。
　当社グループは、これからも誠実・公正・透
明な企業経営を推進するとともに、経済的およ
び社会的使命を果たすことで、企業価値を高め、
あらゆるステークホルダーから一層の信頼を得
られる企業を目指してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層
のご支援・ご協力を賜りますよう、お願い申し
あげます。
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株主各位

第106回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます｡
　さて、当社第106回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知
申しあげます｡
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討いただき、2018年６月26日（火曜日） 
午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます｡

敬　具

証券コード　5481
2018年６月５日

姫路市飾磨区中島字一文字3007番地

代表取締役社長　樋　口　眞　哉

記

１. 日　　時 2018年６月27日（水曜日） 午前10時（受付開始　午前９時）

２. 場　　所 姫路市飾磨区中島字一文字3007番地　当社講堂

３. 目的事項

報告事項
１．  第106期（2017年４月１日～2018年３月31日）事業報告の内容、連結計算

書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．  第106期（2017年４月１日～2018年３月31日）計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案　取締役９名選任の件
第２号議案　補欠監査役１名選任の件
第３号議案　役員賞与支給の件

以　上

1

010_0243601103006.indd   1 2018/05/22   13:15:17



株主総会へのご出席

同封の議決権行使書用紙をお持ちいただき、会場受付にご提出ください。

インターネットによる開示について
●   本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきましては、法

令および当社定款第17条に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には
記載しておりません。したがって、本招集ご通知の添付書類に含まれる連結計算書類および計算書類は、監査役が監査報告を、会計
監査人が会計監査報告をそれぞれ作成するに際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部であります。

●   株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに
掲載させていただきます。

【当社ウェブサイト　http://www.sanyo-steel.co.jp/】
▲

インターネット等による議決権行使の詳細につきましては次頁をご参照ください。

2018年６月27日（水曜日）午前10時
〈受付は午前９時に開始いたします〉株主総会開催日時

議決権行使方法についてのご案内

書面（郵送）による議決権行使

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、
行使期限までに到着するようご返送ください。

2018年６月26日（火曜日）午後５時到着分まで行使期限

インターネット等による議決権行使

当社の指定する議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、
行使期限までに議案に対する賛否をご入力ください。

【議決権行使ウェブサイト】https://www.web54.net

2018年６月26日（火曜日）午後５時まで行使期限

2
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　インターネット等による議決権行使は、当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.
net）をご利用いただくことによってのみ可能です。ご利用に際しては、次の事項をご確認ください。

議決権行使のお取扱いについて
１．書面とインターネット等による方法と重複して議決権を

行使された場合は、インターネット等による議決権行使
を有効なものとしてお取扱いいたします。

２．インターネット等による方法で複数回、同一の議案につい
て議決権を行使された場合は、行使期限内の最後に行われ
た議決権行使を有効なものとしてお取扱いいたします。

３．議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイ
ダおよび通信事業者の料金（接続料金等）は、株主様の
ご負担となります。

パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて
１．パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であるこ

とを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証番号同
様、大切にお取扱いください。

２．パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなり
ます。パスワードの再発行をご希望の場合は、画面の案
内に従ってお手続きください。

３．議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは
本総会に限り有効です。

お問合せ先
議決権行使に関するパソコン等の操作方法について
三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
【TEL】0120（652）031（受付時間 9:00～21:00）

その他のご照会について
１．証券会社に口座をお持ちの株主様

お取引の証券会社あてにお問合せください。
２．証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行 証券代行事務センター
【TEL】0120（782）031（受付時間 9:00～17:00土日休日を除く）

インターネット等による議決権行使のご利用上の注意点

 

 

議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net

議決権行使専用サイトへアクセス

以降は画面の入力案内に従って賛否を
ご入力ください。

ログインする

パスワードを入力

❶「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された ❷「議決権行使
コード」を入力し、❸「ログイン」をクリック

議決権行使書用紙に記載された ❹「パスワード」
を入力し、❺「次へ」をクリック

❶

❷

❹
❺

❸

機関投資家の皆様へ
機関投資家の皆様は、株式会社ＩＣＪの運営する「議決
権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議
決権行使を行っていただくことも可能です。

3
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案　取締役９名選任の件
　現在の取締役全員（11名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、社外取締
役２名を含む取締役９名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位 取締役会への
出席状況

1 樋
ひ

口
ぐ ち

眞
し ん

哉
や

再 任 代表取締役社長 100％
（15回／15回）

2 柳
や な ぎ

谷
た に

彰
あ き

彦
ひ こ

再 任 取締役専務執行役員 100％
（15回／15回）

3 永
な が

野
の

和
か ず

彦
ひ こ

再 任 取締役常務執行役員 100％
（15回／15回）

4 髙
た か

橋
は し

幸
こ う

三
ぞ う

再 任 取締役常務執行役員 100％
（15回／15回）

5 大
お お

井
い

茂
し げ

博
ひ ろ

再 任 取締役常務執行役員 100％
（15回／15回）

6 大
お お

前
ま え

浩
こ う

三
ぞ う

再 任 取締役常務執行役員 100％
（15回／15回）

7 柳
や な ぎ

本
も と

　 勝
か つ

再 任 取締役執行役員 100％
（15回／15回）

8 大
お お

森
も り

右
ゆ う

策
さ く

再 任  社 外  独 立 取締役 93％
（14回／15回）

9 小
こ

林
ば や し

　 敬
た か し

再 任  社 外  独 立 取締役 100％
（12回／12回）

4
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略歴および地位 重要な兼職の状況
2005年 4 月 新日本製鐵株式会社海外事業

企画部長
2007年 4 月 同社執行役員海外事業企画部長
2009年 4 月 同社執行役員鋼管事業部長
2010年 4 月 同社常務執行役員鋼管事業部長
2011年 4 月 同社常務執行役員薄板事業部

長、鋼管事業部長、インド
C.A.P.L.プロジェクト班長

なし2011年 6 月 同社常務取締役薄板事業部
長、鋼管事業部長、インド
C.A.P.L.プロジェクト班長

2012年 6 月 同社代表取締役副社長   
2012年10月 新日鐵住金株式会社代表取締

役副社長
2016年 4 月 同社取締役 当社顧問
2016年 6 月 当社代表取締役社長（現任）

1953年11月12日生樋
ひ

口
ぐ ち

眞
し ん

哉
や

候 補 者
番 号

再 任1
■ 所有する当社株式の数
 8,800株

■ 取締役会への出席状況
　100%（15回／15回）

■ 取締役在任期間
　２年（本総会終結時）

重要な兼職の状況
なし

略歴および地位
1981年 4 月 当社入社
2006年 6 月 当社粉末事業部開発営業部長
2009年 4 月 当社粉末事業部長
2009年 6 月 当社取締役粉末事業部長
2011年 6 月 当社常務取締役粉末事業部長
2012年 4 月 当社常務取締役

2012年11月 当社常務取締役インド合弁事
業管理室長

2016年 4 月 当社常務取締役
2016年 6 月 当社専務取締役
2017年 6 月 当社取締役専務執行役員

（現任）

1955年６月22日生2 柳
や な ぎ

谷
た に

彰
あ き

彦
ひ こ

候 補 者
番 号

再 任

■ 所有する当社株式の数
 29,800株

■ 取締役会への出席状況
　100%（15回／15回）

■ 取締役在任期間
　９年（本総会終結時）

5
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1957年10月２日生3 永
な が

野
の

和
か ず

彦
ひ こ

候 補 者
番 号

再 任

1982年 4 月 当社入社
2010年 4 月 当社調達部部長
2012年 4 月 当社総務部長
2013年 6 月 当社取締役総務部長
2015年 4 月 当社取締役人事・労政部長

重要な兼職の状況
なし

略歴および地位
2016年 4 月 当社取締役
2016年 6 月 当社常務取締役
2017年 6 月 当社取締役常務執行役員

（現任）

■ 所有する当社株式の数
 9,400株

■ 取締役会への出席状況
　100%（15回／15回）

■ 取締役在任期間
　５年（本総会終結時）

1959年３月６日生4 髙
た か

橋
は し

幸
こ う

三
ぞ う

候 補 者
番 号

再 任

2006年 4 月 新日本製鐵株式会社広畑製鐵
所総務部長

2009年 4 月 同社財務部部長、総務部コー
ポレートリスクマネジメント
部部長

2012年10月 新日鐵住金株式会社内部統制・
監査部部長、財務部上席主幹

2014年 4 月 当社顧問

重要な兼職の状況
なし

略歴および地位
2014年 6 月 当社取締役
2015年 4 月 当社取締役経営企画部長
2016年 4 月 当社取締役
2016年 6 月 当社常務取締役
2017年 6 月 当社取締役常務執行役員

（現任）

■ 所有する当社株式の数
 8,000株

■ 取締役会への出席状況
　100%（15回／15回）

■ 取締役在任期間
　４年（本総会終結時）

6
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1961年８月28日生5 大
お お

井
い

茂
し げ

博
ひ ろ

候 補 者
番 号

再 任

1986年 4 月 当社入社
2010年 4 月 当社生産管理部長
2011年 4 月 当社生産企画管理部長
2011年 6 月 当社取締役生産企画管理部長
2015年 1 月 当社取締役製鋼部長

重要な兼職の状況
なし

略歴および地位
2017年 4 月 当社取締役
2017年 6 月 当社取締役常務執行役員

（現任）

■ 所有する当社株式の数
 17,000株

■ 取締役会への出席状況
　100%（15回／15回）

■ 取締役在任期間
　７年（本総会終結時）

再 任

1961年３月29日生6 大
お お

前
ま え

浩
こ う

三
ぞ う

候 補 者
番 号

2009年 4 月 新日本製鐵株式会社欧州事務
所長

2012年10月 新日鐵住金株式会社欧州事務
所長

2013年 4 月 同社経営企画部部長
2015年 4 月 当社参与東京支社副支社長
2015年 6 月 当社取締役東京支社副支社長

重要な兼職の状況
寧波山陽特殊鋼製品有限公
司董事長

略歴および地位
2016年 4 月 当社取締役大阪支店長
2017年 4 月 当社取締役

寧波山陽特殊鋼製品有限公司
董事長（現任）

2017年 6 月 当社取締役常務執行役員
2018年 4 月 当社取締役常務執行役員東京

支社長（現任）

■ 所有する当社株式の数
 1,400株

■ 取締役会への出席状況
　100%（15回／15回）

■ 取締役在任期間
　３年（本総会終結時）
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■ 所有する当社株式の数
 9,700株

■ 取締役会への出席状況
　100%（15回／15回）

■ 取締役在任期間
　６年（本総会終結時）

1961年７月26日生7 柳
や な ぎ

本
も と

　 勝
か つ 再 任

候 補 者
番 号

1984年 4 月 当社入社
2010年10月 当社研究・開発センター長
2011年10月 当社技術企画管理部長
2012年 6 月 当社取締役技術企画管理部長

重要な兼職の状況
なし

略歴および地位
2017年 6 月 当社取締役執行役員技術企画

管理部長
2018年 4 月 当社取締役執行役員インド事

業管理室長（現任）

■ 所有する当社株式の数
 300株

■ 取締役会への出席状況
　 93%（14回／15回）

■ 取締役在任期間
　２年（本総会終結時）

1949年12月17日生8 大
お お

森
も り

右
ゆ う

策
さ く 再 任社 外独 立

候 補 者
番 号

1992年10月 株式会社さくら銀行新小岩支
店長

1999年 4 月 同行資産監査部長
2000年 4 月 同行執行役員資産監査部長
2001年 4 月 株式会社三井住友銀行執行役

員資産監査部長
2003年 6 月 SMBC信用保証株式会社代表

取締役社長

重要な兼職の状況
神栄株式会社社外監査役

略歴および地位
2008年 6 月 SMBC不動産調査サービス株

式会社代表取締役社長
2011年 6 月 神栄株式会社社外監査役

（現任）
2016年 6 月 当社社外取締役（現任）

8
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1976年 4 月 検事任官
2004年 1 月 奈良地方検察庁検事正
2004年12月 最高検察庁検事
2005年 9 月 前橋地方検察庁検事正
2007年 6 月 大阪高等検察庁次席検事
2008年 7 月 最高検察庁公安部長
2010年 1 月 大阪地方検察庁検事正

重要な兼職の状況
大𡌛・小林法律事務所弁
護士
積水ハウス株式会社社外監
査役

略歴および地位

1951年３月23日生9 小
こ

林
ば や し

　 敬
た か し 社 外独 立 再 任

候 補 者
番 号

■ 所有する当社株式の数
 200株

■ 取締役会への出席状況
　100%（12回／12回）

■ 取締役在任期間
　１年（本総会終結時）

2011年 2 月 大阪弁護士会登録
大𡌛・小林法律事務所弁護士

（現任）
2017年 4 月 積水ハウス株式会社社外監査役

（現任）
2017年 6 月 当社社外取締役（現任）
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（注） 1.   現在、当社の取締役である候補者の当社における担当は、本招集ご通知の事業報告（23～24頁）に記載のとおりであります。
 2.   各候補者の取締役会への出席状況は、第106期（2017年４月１日～2018年３月31日）の出席状況を記載しております。
 3.   各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
 4.   大森右策および小林敬の両氏は、社外取締役候補者であります。
 5.   社外取締役候補者とした理由について

大森右策氏は、経営に携わった豊富な経験および幅広い見識を有し、業務を執行する経営陣から独立した立場で、当社の経営に対し
監督・提言をしていただいております。引き続き、当社の経営に対し監督・提言をしていただくため、社外取締役候補者とするもの
であります。
小林敬氏は、過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、法曹界におけ
る豊富な経験および専門的な知識を有し、業務を執行する経営陣から独立した立場で、当社の経営に対し監督・提言をしていただい
ております。引き続き、当社の経営に対し監督・提言をしていただくため、社外取締役候補者とするものであります。

 6.   社外取締役との責任限定契約について
大森右策および小林敬の両氏は、現在、当社の社外取締役であり、当社は両氏との間で、任務を怠ったことにより当社に損害が発生
した場合において、両氏が善意でかつ重大な過失のないときは、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度として、当
社に対する損害賠償責任を負うこととする責任限定契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で引
き続き当該責任限定契約を継続する予定であります。

 7.   独立性に係る事項について
大森右策氏は、当社の主要な取引先である株式会社三井住友銀行の業務執行に携わっておりましたが、退任後３年以上が経過してお
り、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件および当社の社外役員の独立性判断基準を満たしております。当社は、同氏を
同取引所の定めに基づく独立役員として指定しており、同氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員に指定する予定であります。
小林敬氏は、当社との間に顧問契約、その他の取引関係はなく、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件および当社の社外
役員の独立性判断基準を満たしております。当社は、同氏を同取引所の定めに基づく独立役員として指定しており、同氏の再任が承
認された場合、引き続き独立役員に指定する予定であります。なお、当社の独立性判断基準の概要は13頁に記載のとおりであります。

 8.   社外取締役候補者につき、過去５年間における他社の役員在任中に不当な業務執行が行われた事実ならびにその発生予防および発生
後の対応について  
大森右策氏は、2011年６月より神栄株式会社の社外監査役を務めておりますが、在任中の2017年６月に同社の連結子会社において
不正な取引が行われていたことが判明いたしました。同氏は、事前には当該事実を認識しておりませんでしたが、平素より法令順守
の視点に立った提言を適宜行っておりました。また、当該事実が判明した後においては、取締役会等において内部統制の強化および
再発防止に向けた適切な措置を取るよう要請するとともに、各措置の実施状況について監視を行っておりました。
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（注） 1.   小林章博氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
 2.   補欠の社外監査役候補者とした理由について

小林章博氏は、弁護士としての法曹界における豊富な経験および専門的な知識を有しており、さらに、他の企業での社外取締役およ
び社外監査役としての実績を有していることから、客観的かつ高度な視点から監査を行っていただけるものと期待し、補欠の社外監
査役候補者とするものであります。同氏は過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことは
ありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断しております。

 3.   補欠の社外監査役との責任限定契約について
小林章博氏が社外監査役に就任した際には、当社は同氏との間で、任務を怠ったことにより当社に損害が発生した場合において、同
氏が善意でかつ重大な過失のないときは、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度として、当社に対する損害賠償責
任を負うこととする責任限定契約を締結する予定であります。

 4.   独立性に係る事項について
小林章博氏は、弁護士法人中央総合法律事務所の京都事務所代表であり、同弁護士法人と当社とは法律顧問契約を締結しております。
取引額の合計金額は、同弁護士法人の年間総収入金額の２％以下であります。したがって、同氏は株式会社東京証券取引所が定める
独立役員の要件および当社の社外役員の独立性判断基準を満たしております。同氏が社外監査役に就任した場合、当社は同氏を同取
引所の定めに基づく独立役員として指定する予定であります。なお、当社の独立性判断基準の概要は13頁に記載のとおりであります。

第２号議案　補欠監査役１名選任の件
　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお願いするもの
であります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

1970年12月19日生小
こ

林
ば や し

章
あ き

博
ひ ろ

1999年 4 月 大阪弁護士会登録
中央総合法律事務所弁護士

2009年11月 弁護士法人中央総合法律事務
所京都事務所代表（現任）

2010年 4 月 京都大学法科大学院非常勤講師
2013年 3 月 株式会社船井総合研究所（現

株式会社船井総研ホールディ
ングス）社外監査役

重要な兼職の状況
弁護士法人中央総合法律事
務所京都事務所代表
株式会社船井総研ホールデ
ィングス社外取締役（監査
等委員）

略歴

■ 所有する当社株式の数
 0株

2014年 4 月 同志社大学法科大学院兼任教員
2016年 3 月 株式会社船井総研ホールディ

ングス社外取締役（監査等委
員）（現任）

2017年 4 月 京都大学法科大学院特別教授
（現任）
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第３号議案　役員賞与支給の件
　当期末時点の取締役11名（うち社外取締役２名）および監査役３名に対し、当期の業績等を勘案し、役
員賞与総額6,980万円（取締役分5,650万円、社外取締役分280万円、監査役分1,050万円）を支給する
ことといたしたいと存じます。

以上
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【ご参考】当社の社外役員（取締役および監査役）の独立性判断基準

　当社は、当社の適正なガバナンスにとって必要な客観性と透明性を確保するために、社外取締役および社外監
査役（以下「社外役員」）の独立性基準を以下のとおり定め、社外役員（その候補者も含む）が、次の項目のいず
れかに該当する場合は、当社にとって十分な独立性を有していないものとみなします。

１．  当社および当社連結子会社（以下「当社グループ」と総称する）の業務執行取締役、その他の職員・従業員
（以下まとめて「業務執行者」）である者、またはあった者

２．次のいずれかに該当する企業等の業務執行者
（１）当社グループの主要な取引先（注１）

（２）当社グループの主要な借入先（注２）

３．当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士
４．  当社グループから多額（注３）の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計士、税理士、弁護士、司法

書士、弁理士等の専門家
５．当社グループから多額の寄付を受けている者（注４）

６．当社の議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している当社の大株主、またはその業務執行者
７．当社グループが総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者の業務執行者
８．過去３年間において、上記２から７までのいずれかに該当していた者
９．  配偶者および二親等内の親族が、上記１から８までのいずれかに該当する者（３項および４項を除き、重要

な者（注５）に限る）
10．社外役員の相互就任関係（注６）となる他の会社の業務執行者
11．前各号の定めにかかわらず、その他、当社と利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる者

（注１）主要な取引先とは、当社グループの製品等の販売先または仕入先であって、年間取引金額が当社の連結売上高または相手方の連結売上
高の２％を超えるものをいう。

（注２）主要な借入先とは、当社グループが借入を行っている金融機関であって、事業年度末の借入金残高が当社の連結総資産の２％を超える
金融機関をいう。

（注３）多額とは、当該専門家への役務提供への関与に応じて以下に定めるとおりとする。
（１）  当該専門家が個人として当社グループに役務提供をしている場合は、当社グループから収受している対価（役員報酬を除く）が、

年間１千万円を超えるときを多額という。
（２）  当該専門家が所属する法人、組合等の団体が当社グループに役務提供をしている場合は、当該団体が当社グループから収受して

いる対価の合計金額が、当該団体の年間総収入金額の２％を超えるときを多額という。
（注４）当社グループから年間１千万円を超える寄付を受けている者をいう。

当該寄付を受けている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者のうち、当該寄付に係わる研究、教育その他の活
動に直接関与する者をいう。

（注５）重要な者とは、取締役、執行役、執行役員および部長格以上の業務執行者またはそれらに準じる権限を有する業務執行者をいう。
（注６）当社グループの業務執行者が他の会社の社外役員であり、かつ、当該他の会社の業務執行者が当社の社外役員である関係をいう。
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（添付書類）

事業報告　（2017年４月１日～2018年３月31日）

１．企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過およびその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善により個人消費が持ち直し、企業収益も改
善するなど、景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、先行きにつきましては、米国の政策動向や中
国をはじめとする新興国経済の減速懸念などによる海外経済の不確実性により、依然として不透明な状況に
あります。
　特殊鋼業界におきましては、主要需要業界である自動車、産業機械向けの需要が引き続き堅調に推移した
ことなどにより、特殊鋼熱間圧延鋼材の生産量は、前連結会計年度を上回る水準となりました。
　このような中、当社グループの当連結会計年度の売上高は、販売数量の増加や販売価格の改善などにより、
前連結会計年度比188億４百万円増の1,574億85百万円となりました。利益面では、上記に加え、変動費コ
ストダウンの実施、固定費の減少、連結子会社営業利益の増加などの増益要因はありましたが、原燃料や諸
資材等の価格上昇や鉄スクラップサーチャージ制度適用でのタイムラグなどにより、経常利益は前連結会計
年度比10億77百万円減の106億59百万円、ＲＯＳ（売上高経常利益率）は6.8％（前連結会計年度は8.5％）
となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度比７億49百万円減の70億34百
万円、ＲＯＥ（自己資本利益率）は5.6％（前連結会計年度は6.6％）となりました。

　セグメント別の売上高および営業損益の状況は、次のとおりであります。なお、各セグメントの売上高に
つきましては、セグメント間の内部売上高または振替高が含まれております。

14
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（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
 2. 売上高には消費税等は含まれておりません。
 3.  2017年４月１日付で実施した組織改正に伴い、「特殊材」事業に含めていた「特殊材料事業」および「金属粉末事業」のうち「特殊材料

事業」を「鋼材事業」に含めることとし、従来の「特殊材」事業のセグメント名称を「粉末」事業に変更いたしました。

　当連結会計年度の売上高は、販売数量の増加や販売価格の改善などによ
り、前連結会計年度比169億78百万円増の1,419億88百万円となりまし
た。営業利益は、上記に加え、変動費コストダウンの実施などの増益要因
はありましたが、原燃料価格の上昇や鉄スクラップサーチャージ制度適用
でのタイムラグなどにより、前連結会計年度比１億76百万円減の96億90
百万円となりました。

売上高 1,419億88百万円 営業利益 96億90百万円

鋼 材 事 業
売上高 営業利益

（単位：百万円）

9,886 9,690
125,010

141,988

第106期
（2017年度）

第105期
（2016年度）

第105期
（2016年度）

第106期
（2017年度）

　当連結会計年度の売上高は、自動車・産業機械分野、電子材料分野向け
ともに販売数量が増加したことなどにより、前連結会計年度比４億38百万
円増の48億94百万円となりました。営業利益は、販売数量の増加や販売
構成の改善などの増益要因はありましたが、第２粉末工場稼働開始に伴う
減価償却費の増加などにより、前連結会計年度比11百万円減の９億20百
万円となりました。

売上高 48億94百万円 営業利益 ９億20百万円

粉末事業
売上高 営業利益

（単位：百万円）

4,456 4,894 931 920

第105期
（2016年度）

第106期
（2017年度）

第105期
（2016年度）

第106期
（2017年度）

　当連結会計年度の売上高は、販売数量の増加や販売価格の改善などによ
り、前連結会計年度比26億41百万円増の184億30百万円となりました。
営業利益は、メキシコ子会社における立上げ費用の増加はありましたが、
販売数量の増加などにより、前連結会計年度比15百万円増の７億65百万
円となりました。

素形材事業

売上高 184億30百万円 営業利益 ７億65百万円

売上高 営業利益
（単位：百万円）

749 765

15,789
18,430

第105期
（2016年度）

第106期
（2017年度）

第105期
（2016年度）

第106期
（2017年度）

　子会社を通じて情報処理サービス等を行っており、当連結会計年度の売
上高は前連結会計年度比１億48百万円減の15億30百万円、営業利益は前
連結会計年度比30百万円減の27百万円となりました。

そ の 他

売上高 15億30百万円 営業利益 27百万円

売上高 営業利益 （単位：百万円）

1,678 1,530
57

27

第105期
（2016年度）

第106期
（2017年度）

第105期
（2016年度）

第106期
（2017年度）
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（２）設備投資等の状況
　当連結会計年度における設備投資は、メキシコ子会社や第２粉末工場のほか、原価低減、既存設備の更新
などを目的として、総額81億19百万円の投資を行いました。

（３）資金調達の状況
　当連結会計年度における所要資金は、自己資金、借入金および社債発行等で賄いました。

（４）対処すべき課題
　今後につきましては、わが国の景気が緩やかな回復を続けていくことが期待される一方で、通商問題等に
よる海外経済の不確実性の高まり、特殊鋼業界における国際競争の激化、原燃料や諸資材等の価格上昇など
もあり、当社グループをとりまく事業環境は、引き続き楽観を許さない状況で推移するとみられます。
　こうした中、当社グループといたしましては、第10次中期経営計画「Sanyo Global Action 2019」に掲
げたとおり、経営理念『信頼の経営』のもと、生産構造改革の実行などにより事業基盤を強化することで安
定的な収益を確保できる盤石な企業体質を確立するとともに、技術先進性をさらに追求し、「高信頼性鋼の山
陽」のグローバルブランド化を推進することで、競合激化、原料・エネルギー価格の上昇等の厳しい経営環
境においても、人・技術・利益の持続的成長を追求してまいります。
　また、当社は、2017～2019年度を実行期間とする第10次中期経営計画を策定しております。その内容は
以下のとおりであります。

　経営理念「信頼の経営」のもと、生産構造改革を実行し事業基盤を強化することで、安定的な収益を確保でき
る盤石な企業体質を確立する。また、技術先進性を更に追求し、「高信頼性鋼の山陽」のグローバルブランド化を
推進することで、競合激化、原料・エネルギー価格の上昇等厳しい環境の中でも持続的成長（人・技術・利益）
を追求していくことを基本的な考え方とする。

②重点施策

ア．事業基盤の強化を通じた盤石な企業体質の確立
（ア）生産構造改革（Sanyo Factory Renovation）の実行による競争力強化

　従来の省エネ・原価低減・省力への取り組みに加え、本社工場の物流の整流化・直結化や第二棒線工場を
はじめとするボトルネックの解消、ＡＩ、ＩｏＴの活用による自動化・効率化等を進めることでコスト競争
力・納期対応力の強化を図る。

① 経営基本方針

「Sanyo Global Action 2019」
～山陽ブランドのグローバル化による持続的成長の追求～

⃝事業基盤の強化を通じた盤石な企業体質の確立
⃝研究開発・品質競争力の強化による技術先進性の更なる追求
⃝「高信頼性鋼の山陽」のグローバルブランド化の推進

16
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（イ）安定的な収益の確保
ａ）鋼材事業

　伸長する特殊鋼外需を的確に捕捉するとともに、原料・エネルギー価格上昇をコストダウンおよび販売価
格で吸収し、品種構成の改善も図ることで、外部環境に左右され難い安定的な収益を確保できる盤石な企業
体質を目指す。

ｂ）非鋼材事業
　９次中期において実行した素形材事業におけるタイ（ＳＳＳＰ）・メキシコ（ＳＭＭ）事業および特殊材事
業における第２粉末工場を着実に立上げ、成長市場を捕捉することで非鋼材事業規模の拡大を図り（売上規
模 2016年度比1.5倍）、全社収益安定性を高める。

（ウ）経営基盤の強化
ａ）迅速・透明な経営の推進

　安全・防災・環境・コンプライアンスについては、会社経営の根幹であるとの認識のもと引き続き取り組
みを強化し、執行役員制度（2017年６月28日～）の定着を通じて、迅速・透明な経営を推進する。

ｂ）人材の確保・育成
　長期安定的な人材の確保に向け定期採用を強化（採用規模 ９次中期比2.7倍）し、国際化対応人材の育成
や技能伝承への取り組みを進める。また、人材の確保の観点からも、再雇用制度改善、女性活躍支援等のダ
イバーシティの取り組みやワークライフバランスに配慮した働き方改革を引き続き実施する。

ｃ）株主還元の強化
　一定の財務体質に到達したことを踏まえ、今後の戦略資金ニーズはあるものの株主還元の強化として、連
結配当性向の下限を25％（現状20％）とし、中期最終年度には30％の連結配当性向を目指す。

イ．研究開発・品質競争力の強化による技術先進性の更なる追求
（ア）軸受鋼をコアとする品質競争力の強化

　当社のコア技術「高清浄度鋼製造技術」をベースとした内部品質の優位性を堅持するとともにそれに見合
う外観品質を工程改善や品質保証の高度化を図ることで実現し、「内部品質・外観品質グローバルNo.１」の
達成を目指す。

（イ）研究開発の推進
　基盤研究と商品開発の機能を明確化するとともに、中長期の研究開発企画機能を強化することで、グロー
バル展開を見据えた高信頼性商品と新技術の迅速かつ継続的な創出を図る。研究開発費については、10次中
期３年間で９次中期比1.1倍となる50億円/３ヶ年を投入する。

ウ．「高信頼性鋼の山陽」のグローバルブランド化の推進
（ア）グローバルブランド化の施策の推進

　当社ブランド力の源泉であるお客様の満足を目指したＱＣＤＤ（品質・コスト・納期・研究開発）力の更
なる強化を図り、グローバルブランド化のために海外地域別・顧客別戦略を検討し、海外拠点の役割強化、
素形材事業での世界6極体制の確立、グローバルサプライチェーンの構築等を進める。また、海外拠点・取引
の拡大に伴い為替変動対策やグローバルＣＭＳを検討する。

（イ）認知度の更なる向上に向けた取組みの推進
　技術企画機能を強化することで、国内外のお客様との技術交流を加速し、グローバル市場における高い信
頼獲得とブランドの浸透を図る。また、ＰＲ活動やＩＲ活動など、国内外への情報発信を強化することで当
社の認知度の更なる向上を図る。

エ．投資
　戦略投資枠（生産構造改革、Ｍ＆Ａ等）として250億円/３ヶ年、一般投資枠（省エネ等コスト削減投資、省力
化投資、品質対応、老朽更新等）として250億円/３ヶ年、合計500億円/３ヶ年を目途とし、具体的な計画化を
図る。
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（５）財産および損益の状況の推移

区分 2014年度
第103期

2015年度
第104期

2016年度
第105期

2017年度
第106期

（当連結会計年度）

売 上 高 （百万円） 171,495 149,148 138,680 157,485
経 常 利 益 （百万円） 9,735 11,540 11,736 10,659
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （百万円） 6,547 7,416 7,784 7,034

１株当たり当期純利益 （円） 202.99 230.01 241.47 218.34
総 資 産 （百万円） 202,243 179,898 183,444 210,290
純 資 産 （百万円） 113,644 113,140 123,143 128,959

（注） 1. 百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
 2. 売上高には消費税等は含まれておりません。
 3.   １株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。なお、期中平均株式数は、期中平均発行済株式数から期中平均自己

株式数を控除して算出しております。
 4.   2017年10月１日を効力発生日として、５株を１株とする株式併合を実施しております。これに伴い、2014年度の期首に当該株式併合

が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

1,714
1,491 1,386

1,574

（単位：億円）■売上高

第103期 第105期 第106期
（当連結会計年度）

第104期

70

第103期 第105期

65

第106期
（当連結会計年度）

74 77

第104期

（単位：億円）■親会社株主に帰属する当期純利益
106

第103期 第105期

97

第106期
（当連結会計年度）

115 117

第104期

（単位：億円）■経常利益

2,102

第103期 第105期

2,022
1,798 1,834

第104期 第106期
（当連結会計年度）

（単位：億円）■総資産
218.34

第103期 第105期

202.99
230.01 241.47

第104期 第106期
（当連結会計年度）

（単位：円）■1株当たり当期純利益

1,289

第103期 第105期

1,136

第106期
（当連結会計年度）

1,131 1,231

第104期

（単位：億円）■純資産
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（６）重要な親会社および子会社の状況
①親会社との関係　当社に親会社はありません。
②重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

陽鋼物産株式会社 百万円
80

％
100.00

特殊鋼製品、粉末製品、素形材製品、
製鋼原料、諸資材などの売買

サントク精研株式会社 50 55.00 特殊鋼製品の加工・販売

山特工業株式会社 80 100.00 特殊鋼の加工、機械設備のメンテナンス

山特テクノス株式会社 20 100.00 特殊鋼の加工

サントクテック株式会社 80 100.00 特殊鋼製品の加工（素形材関係）

サントクコンピュータサービス株式会社 20 100.00 情報処理サービスの提供

サントク保障サービス株式会社 10 100.00 警備業、施設管理等のサービス業務

SKJ Metal Industries Co., Ltd. 千タイバーツ
145,001 83.07 特殊鋼製品の加工・販売

P.T. SANYO SPECIAL STEEL INDONESIA 千インドネシアルピア
21,168,800 99.79 特殊鋼製品の加工・販売

SANYO SPECIAL STEEL U.S.A., INC. 千米ドル
6,800 100.00 特殊鋼製品、素形材製品などの輸入・販売

寧波山陽特殊鋼製品有限公司 千中国元
321,510 88.96 特殊鋼製品の加工・販売（素形材関係）

山陽特殊鋼貿易（上海）有限公司 千中国元
1,586 100.00 中国における特殊鋼製品の販売等に関わる業務

Sanyo Special Steel India Pvt. Ltd. 千インドルピー
20,000 99.00 インドにおける特殊鋼製品の販売等に関わる業務

Siam Sanyo Special Steel Product Co., Ltd. 千タイバーツ
418,000 100.00 特殊鋼製品の加工・販売（素形材関係）

Sanyo Special Steel Manufacturing de México, S.A. de C.V. 千メキシコペソ
849,546 89.46 特殊鋼製品の加工・販売（素形材関係）

（注）  1. P.T. SANYO SPECIAL STEEL INDONESIAは、2017年７月に増資を行ったことにより、資本金は前事業年度末の16,890,000千インド
ネシアルピアから21,168,800千インドネシアルピアになり、出資比率は99.73％から99.79％になりました。

 2.   Sanyo Special Steel Manufacturing de México, S.A. de C.V.は、株式会社メタルワン、伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社および当社が増資を
行ったことにより、資本金は前事業年度末の597,370千メキシコペソから849,546千メキシコペソになり、当社出資比率は100％から
89.46％になりました。

 3.   山特工業株式会社は、2018年４月１日付で当社の100％子会社であった山特テクノス株式会社を吸収合併いたしました。
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（８）主要な営業所および工場
①当社

名称 所在地
本 社 ・ 本 社 工 場 兵庫県姫路市
東 京 支 社 東京都江東区
大 阪 支 店 大阪府大阪市
名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市
広 島 支 店 広島県広島市

②子会社
区分 会社名 所在地

国 内 陽鋼物産株式会社 大阪府大阪市
サントク精研株式会社 千葉県市原市
山特工業株式会社 兵庫県姫路市
山特テクノス株式会社 兵庫県姫路市
サントクテック株式会社 兵庫県姫路市
サントクコンピュータサービス株式会社 兵庫県姫路市
サントク保障サービス株式会社 兵庫県姫路市

海 外 SKJ Metal Industries Co., Ltd. タイ王国　サムットプラカーン県
P.T. SANYO SPECIAL STEEL INDONESIA インドネシア共和国　西ジャワ州
SANYO SPECIAL STEEL U.S.A., INC. アメリカ合衆国　ニューヨーク州
寧波山陽特殊鋼製品有限公司 中華人民共和国　浙江省
山陽特殊鋼貿易（上海）有限公司 中華人民共和国　上海市
Sanyo Special Steel India Pvt. Ltd. インド共和国　ハリヤナ州
Siam Sanyo Special Steel Product Co., Ltd. タイ王国　サムットプラカーン県
Sanyo Special Steel Manufacturing de México, S.A. de C.V. メキシコ合衆国　グアナファト州

（注）  1. Sanyo Special Steel Manufacturing de México, S.A. de C.V.の前事業年度末における所在地はメキシコ合衆国メキシコ連邦区でした
が、2017年５月に工場所在地であるグアナファト州に変更しました。

 2.  山特工業株式会社は、2018年４月１日付で当社の100％子会社であった山特テクノス株式会社を吸収合併いたしました。

（７）主要な事業内容
セグメント 主要製品または役務

鋼 材 事 業 軸受鋼、機械構造用鋼、ステンレス鋼、耐熱鋼、工具鋼などの各種特殊鋼製品
粉 末 事 業 金属粉末製品
素 形 材 事 業 特殊鋼棒鋼・鋼管を素材とする素形材製品
そ の 他 情報処理サービス等
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（９）従業員の状況
区分 従業員数 前連結会計年度末比増減

鋼 材 事 業 1,641名 ＋19名
粉 末 事 業 67 ＋  3
素 形 材 事 業 751 ＋44
そ の 他 130 ＋  2
全 社（ 共 通 ） 77 ―

計 2,666 ＋68
（注） 従業員数は、就業人員であります。

（10）主要な借入先
借入先 借入額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 7,214百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 6,539
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,700
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,500

（注）  1.  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
 2. 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、2018年４月１日に株式会社三菱ＵＦＪ銀行に社名変更いたしました。

（11）その他企業集団の現況に関する事項
　当社グループは2018年２月９日にインドの持分法適用関連会社であるMahindra Sanyo Special Steel 
Pvt. Ltd.の株式を取得し、2018年６月末までを目途として、同社を子会社化することを決定いたしました。
　また、2018年３月15日には新日鐵住金株式会社による当社子会社化等の検討を開始いたしました。新日
鐵住金株式会社が2018年度上期中に子会社化する予定のOvako ABとの３社連携も視野に、両社の特殊鋼
事業の強化とグローバル事業推進体制の構築について検討し、2018年８月に正式契約を締結、その後国内
外の競争当局による承認手続きを経たうえで、2019年３月を目途に当社子会社化を実施する予定です。なお、
当社は新日鐵住金株式会社の子会社となった後も、上場を維持する予定です。
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２．会社の株式に関する事項
（１）発行可能株式総数
　94,878,400株

（２）発行済株式の総数
　33,424,807株（自己株式1,210,813株を含む）

（３）当事業年度末の株主数
　11,828名

（４）大株主
株主名 持株数 持株比率

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 4,851千株 15.06％
山 陽 特 殊 製 鋼 共 栄 会 2,228 6.92
日 本 精 工 株 式 会 社 1,494 4.64
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,139 3.54
日 本 ト ラ ス テ ィ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 914 2.84
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 846 2.63
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 728 2.26
N O R T H E R N  T R U S T  C O .  ( A V F C )  R E - H C R 0 0 668 2.08
伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 621 1.93
D F A  I N T L  S M A L L  C A P  V A L U E  P O R T F O L I O 608 1.89

（注）  1.  株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
 2.  当社は、自己株式1,210千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
 3.  持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

（５）その他株式に関する重要な事項
　当社は、2017年10月１日をもって単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。また、同日付で当社株
式について５株を１株とする株式併合を行うとともに、発行可能株式総数についても474,392,000株から
94,878,400株に変更いたしました。
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４．会社役員に関する事項
（１）取締役および監査役の氏名等（2018年３月末時点）

３．会社の新株予約権等に関する事項
　記載すべき事項はありません。

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 樋 口 眞 哉
取 締 役 専 務
執 行 役 員

冨 永 真 市 軸受営業部、自動車・産機営業部、特品営業部、海外営業部および名古屋支店を
担当。東京支社長を委嘱。粉末事業部の業務につき担当役員を補佐

取 締 役 専 務
執 行 役 員

柳 谷 彰 彦 安全防災室、環境管理部、スラグ製品事業室、生産企画管理部、生産能率室、設
備部、製鋼部、条鋼製造部および鋼管製造部を総括。粉末事業部を担当。総括安全
衛生管理者および防災管理者を委嘱

取 締 役 常 務
執 行 役 員

西 濱 　 渉 研究・開発センター、技術企画管理部および品質保証部を担当。素形材事業部およ
び粉末事業部の各業務につき担当役員を補佐

取 締 役 常 務
執 行 役 員

永 野 和 彦 秘書室、人事・労政部、総務部および監査部を担当。

取 締 役 常 務
執 行 役 員

髙 橋 幸 三 経営企画部、財務部、システム企画室および調達部を担当。インド合弁事業管理室
の業務につき担当役員を補佐

取 締 役 常 務
執 行 役 員

大 井 茂 博 安全防災室、環境管理部、スラグ製品事業室、生産企画管理部、生産能率室、設
備部、製鋼部、条鋼製造部および鋼管製造部を担当。副総括安全衛生管理者および
防災管理者補佐を委嘱

取 締 役 常 務
執 行 役 員

大 前 浩 三 営業企画管理部、大阪支店、広島支店、九州営業所および素形材事業部を担当。併
せて寧波山陽特殊鋼製品有限公司董事長を兼任

取 締 役 執 行 役 員 柳 本 　 勝 インド合弁事業管理室を担当。技術企画管理部長を委嘱
取 締 役 大 森 右 策 神栄株式会社社外監査役
取 締 役 小 林 　 敬 大𡌛・小林法律事務所弁護士、積水ハウス株式会社社外監査役
常任監査役（常勤） 木 村 弘 明
監 査 役（常 勤） 大 江 克 明
監 査 役 福 田 和 久 新日鐵住金株式会社執行役員広畑製鐵所長

（注）  1.  取締役大森右策氏および小林敬氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
 2.  監査役大江克明氏および福田和久氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
 3.   当社は、取締役大森右策氏、小林敬氏および監査役大江克明氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届出ております。
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 4. 2018年４月１日付で以下の取締役の地位に異動がありました。
氏名 新 旧

冨 永 真 市 取締役 取締役専務執行役員
西 濱 　 渉 取締役 取締役常務執行役員

 5. 2018年４月１日付で以下の取締役の担当および重要な兼職の状況に異動がありました。
氏名 新 旧

冨 永 真 市 陽鋼物産株式会社代表取締役社長 軸受営業部、自動車・産機営業部、特品営業部、海外
営業部および名古屋支店を担当。東京支社長を委嘱。
粉末事業部の業務につき担当役員を補佐

柳 谷 彰 彦 安全防災室、環境管理部およびスラグ製品事業室を総
括。粉末事業部を担当。総括安全衛生管理者および防
災管理者を委嘱

安全防災室、環境管理部、スラグ製品事業室、生産企
画管理部、生産能率室、設備部、製鋼部、条鋼製造部
および鋼管製造部を総括。粉末事業部を担当。総括安
全衛生管理者および防災管理者を委嘱

西 濱 　 渉 山特工業株式会社代表取締役社長 研究・開発センター、技術企画管理部および品質保証
部を担当。素形材事業部および粉末事業部の各業務に
つき担当役員を補佐

大 井 茂 博 安全防災室、環境管理部、スラグ製品事業室、生産企
画管理部、生産能率室、設備部、製鋼部、条鋼製造部
および鋼管製造部を担当。副総括安全衛生管理者およ
び防災管理者補佐を委嘱。粉末事業部の製造に関する
業務につき担当役員を補佐

安全防災室、環境管理部、スラグ製品事業室、生産企
画管理部、生産能率室、設備部、製鋼部、条鋼製造部
および鋼管製造部を担当。副総括安全衛生管理者およ
び防災管理者補佐を委嘱

大 前 浩 三 営業企画管理部、軸受営業部、自動車・産機営業部、
特品営業部、海外営業部、大阪支店、名古屋支店、広
島支店、九州営業所および素形材事業部を担当。東京
支社長を委嘱。粉末事業部の営業に関する業務につき
担当役員を補佐。併せて寧波山陽特殊鋼製品有限公司
董事長を兼任

営業企画管理部、大阪支店、広島支店、九州営業所お
よび素形材事業部を担当。併せて寧波山陽特殊鋼製品
有限公司董事長を兼任

柳 本 　 勝 研究・開発センター、技術企画管理部、品質保証部お
よびインド事業管理室を担当。
インド事業管理室長を委嘱。素形材事業部および粉末
事業部の技術に関する業務につき担当役員を補佐

インド合弁事業管理室を担当。技術企画管理部長を委
嘱

 6. 2018年４月１日付で以下の監査役の重要な兼職の状況に異動がありました。
氏名 新 旧

福 田 和 久 新日鐵住金株式会社常務執行役員
広畑製鐵所長

新日鐵住金株式会社執行役員
広畑製鐵所長
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（２）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
区分 人数 報酬等の額

取 締 役 17名 418百万円
監 査 役 4名 68百万円

合　計
（うち社外役員）

21名
（5名）

486百万円
（49百万円）

（注）  1.  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
 2.   当事業年度末現在の取締役は11名（うち社外取締役２名）、監査役は３名（うち社外監査役２名）であります。上記人数と相違しており

ますのは、2017年６月28日開催の第105回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役６名および監査役１名が含ま
れているためであります。

 3.  取締役報酬等には、使用人兼務取締役の使用人給与相当額26百万円（うち賞与15百万円）は含まれておりません。
 4.  取締役および監査役の報酬等の額には、当事業年度における役員賞与引当金繰入額69百万円を含めております。
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②当事業年度における主な活動状況

③責任限定契約の内容の概要
　当社では定款に基づき各社外役員と責任限定契約を締結し、当該社外役員がその任務を怠ったことにより当社に損
害が発生した場合において、当該社外役員が善意でかつ重大な過失のないときは、会社法第425条第１項に規定する
最低責任限度額を限度として、当社に対する損害賠償責任を負い、当該限度額を超える部分については、免責される
こととしております。

区分 氏名 取締役会および監査役会における出席・発言状況
取 締 役 大 森 右 策 当事業年度に開催された15回の取締役会のうち14回の取締役会に出席し、審議に

関して必要な発言を適宜行っております。
取 締 役 小 林 　 敬 2017年６月28日の就任日以降に開催された12回の取締役会全てに出席し、審議

に関して必要な発言を適宜行っております。
監 査 役 大 江 克 明 当事業年度に開催された15回の取締役会のうち14回の取締役会ならびに当事業年

度に開催された９回の監査役会のうち８回の監査役会に出席し、審議に関して必
要な発言を適宜行っております。

監 査 役 福 田 和 久 2017年６月28日の就任日以降に開催された12回の取締役会のうち８回の取締役
会ならびに2017年６月28日の就任日以降に開催された７回の監査役会全てに出席
し、審議に関して必要な発言を適宜行っております。

（３）社外役員等に関する事項
①他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

区分 氏名 兼職先 兼職内容 当該他の法人等との関係
取 締 役 大 森 右 策 神栄株式会社 社外監査役 神栄株式会社と当社との間に取引関係

はありません。
取 締 役 小 林 　 敬 大𡌛・小林法律事務所 弁護士 大𡌛・小林法律事務所と当社との間に

取引関係はありません。
積水ハウス株式会社 社外監査役 積水ハウス株式会社と当社との間に取

引関係はありません。
監 査 役 福 田 和 久 新日鐵住金株式会社 執行役員

広畑製鐵所長
新日鐵住金株式会社は当社のその他の
関係会社であります。また、当社と新
日鐵住金株式会社との間には鋼材の取
引関係があります。
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５．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称
　有限責任 あずさ監査法人
（注）  当社の重要な子会社のうち、在外子会社６社（SKJ Metal Industries Co., Ltd.、P.T. SANYO SPECIAL STEEL INDONESIA、寧波山陽

特殊鋼製品有限公司、山陽特殊鋼貿易（上海）有限公司、 Sanyo Special Steel India Pvt. Ltd.およびSiam Sanyo Special Steel 
Product Co., Ltd.）は当社の会計監査人以外の監査法人の法定監査を受けております。

（２）責任限定契約の内容の概要
　当社は、会計監査人との間で責任限定契約を締結しておりません。

（３）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
名称 報酬等の種類 報酬等の額

有限責任 あずさ監査法人 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 48百万円
当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 50百万円

（注）  1.  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
 2.  金額に消費税等は含まれておりません。
 3.  監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積の算出根拠などが適切であるかどうかについて検討

した結果、会計監査人の報酬の額に同意いたしました。
 4.  当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額につきましては、会社法上の監査業務に係る報酬と金融商品取引法上の監査業務に係る報酬と

を明確に区分しておりません。

（４）非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務として、社債発行に係るコン
フォートレター作成業務等を委託し、対価を支払っております。

（５）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき、会計監査人の解任を決定することとしております。
　また、会計監査人が監査を継続することに支障が生じた場合等において、監査役会は、必要があると判断
した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定することとして
おります。
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６．会社の体制および方針

（１） 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保する
ための体制に関し、当社は取締役会において以下のとおり決議しております。
「内部統制システムの基本方針」
①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、経営理念「信頼の経営」に基づくコンプライアンスを前提とした誠実、公正、透明な企業経営
の実現のため、「企業行動指針」に則り法令・定款および規程の順守・徹底を図り、業務上の法令違反行
為の未然防止に努める。これに必要となる適正な業務遂行のための管理体制として、自律的な活動を全社
的に展開することを原則とした内部統制システムを構築・運用するとともに、その継続的改善に努める。
　また、コンプライアンス教育の推進や内部通報制度の設置・運用、内部監査等を通じて法令順守体制の
強化・充実を図る。
②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報は、社内規程に基づいて文書または電磁的媒体に記録し、適正に保存・
管理する。
③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　損失の危険を回避し、または顕在化した損失の危険に迅速かつ的確に対応をするため、リスクをその特
性、および必要な管理・統制の水準に応じて分類し、自律的内部統制の運用を通じたリスクマネジメント
活動を推進する。
　また、リスクマネジメント活動のための社内規程およびマニュアルなどについて、その整備状況および
管理・推進体制を定期的に確認し、必要に応じて見直しを行う。
④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役が効率的に職務を執行できるよう取締役会において各取締役が指揮すべき担当部門を予め設定す
るとともに、取締役会規則およびその他の社内規程を必要の都度および定期的に確認することにより、決
裁基準および部署ごとの分掌業務が常に明確な状態を維持する。
　また、経営の重要な意思決定を効率的に行うため、経営会議をはじめ、意思決定に至るまでの審議を行
う各種会議体を設置する。
⑤株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　子会社に対して、重要な業務執行に係る報告、ならびに各社の事業特性・規模・重要性等を踏まえた業
務の適正を確保するために必要な体制（コンプライアンス・リスクマネジメント・業務執行に係る効率性
確保等）の整備とその運用ならびに継続的改善を求め、そのために必要な支援を行うことにより、当社お
よび子会社から成る企業集団における内部統制システムの継続的改善に努める。
⑥監査役監査に関する事項
　当社は、監査役の職務を補助する使用人を配置するなど組織面および人事面から、監査役の職務を補
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助する体制を整備するとともに、その維持・管理に努め、監査役の職務を補助する使用人は、業務執行
取締役およびその指揮命令系統から独立し、監査役または監査役会の指示に従ってその職務を行う。
　また、当該使用人の人事異動は、監査役会の意見を尊重して行い、当該使用人の人事評価については、
監査役会からの求めに応じて、評価理由などを開示する。
　取締役および使用人、ならびに子会社の取締役、監査役および使用人またはそれらの者から報告を受
けた者は、当社および子会社から成る企業集団に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、監査役から報
告を求められた事項およびその他監査役の監査に関係のある重要事項を監査役に報告する。なお、当社
は、当該報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由に不利益な取り扱いを行わない。
　当社は、監査役の職務執行に係る費用について、当該費用が職務執行に必要でないと認められた場合
を除き、速やかに処理する。
　また、監査役の監査の実効性をより高めていくため、代表取締役と監査役との定期的会合を行うなど
適正かつ円滑な情報交換の機会の確保に努める。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における当社の運用状況の概要は下記のとおりです。
①コンプライアンス
　当社は、「企業行動指針」に則り、法令・定款および規程の順守・徹底を図り、業務上の法令違反行為の未
然防止に努めております。
　また、コンプライアンス講演会の開催や社内報特集記事の企画等により、内部統制システムの啓蒙活動を
推進するとともに、内部通報制度の設置・運用、内部監査や内部統制部門によるヒアリング、内部統制・コ
ンプライアンスに関する社員意識調査の実施等を通じて法令順守体制の強化・充実を図っております。
②情報保存管理
　当社は、職務の執行に係る情報は、社内規程に基づいて文書または電磁的媒体に記録し、適正に保存・管
理・廃棄することにより、情報漏洩の防止に努めております。
　また、2015年度に定めた「特定個人情報取扱基本方針」ならびに「特定個人情報取扱規程」に則り、特
定個人情報を適切に管理する体制を構築し、運用しております。
③リスクマネジメント
　当社は、リスクをその特性および必要な管理・統制の水準に応じて、①重要リスク、②業務遂行上のリス
ク、③外的要因により顕在化するリスクに分類し、内部統制システムの運用を通じたリスクマネジメント活
動を推進しております。
　なお、重要リスクおよび外的要因により顕在化するリスクの項目については定期的に見直し、必要に応じ
てリスク項目の追加・削除を行っております。
④業務執行の効率性確保
　当社は、各取締役が総括・担当する部門を取締役会で決議するとともに、社内規程を半年に１回以上確認
することにより、決裁基準および部署ごとの分掌業務が常に明確な状態を維持しております。
　また、経営の重要な意思決定を効率的に行うため、執行役員制度を採用し、執行役員としての業務執行責
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任を明確にするとともに、原則として毎月２回開催している経営会議をはじめとする各種委員会・会議体に
おいて、意思決定に至るまでの審議を行っております。
⑤企業集団における業務の適正確保
　当社の子会社に関しては、当社の取締役または使用人が子会社の取締役を兼務し、子会社の取締役会にお
いて、重要な業務執行に係る報告を求めるとともに、業務の適正を確保するための体制整備を指導し、当社
および子会社から成る企業集団における内部統制システムの継続的改善に努めております。
⑥監査役監査の実効性確保
　当社は、監査役の職務を補佐する使用人を２名配置しており、当該使用人は、業務執行取締役およびその
指揮命令系統から独立し、監査役または監査役会の指示に従ってその職務を行っております。
　また、代表取締役と監査役との定期的会合には社外取締役が同席し、適正かつ円滑な情報交換を実施して
おります。

（３）株式会社の支配に関する基本方針
①基本方針の内容の概要
　当社は、「社会からの信頼」、「お客様からの信頼」、「人と人との信頼」の３つを柱とする「信頼の経営」を
経営理念に掲げ、当社の企業価値および株主共同の利益の確保と向上に取り組んでおります。高品質の特殊
鋼づくりを通じて、豊かで文化的な社会の実現に貢献するとともに、社会を構成する一員としての責任を果
たすこと、お客様のニーズを迅速・的確にとらえ、高品質の特殊鋼製品を適切に提供すること、あらゆるス
テークホルダーの皆様とのコミュニケーションに努め、社会規範に則り自律的に行動することは、企業とし
ての社会的責任であると同時に、当社の企業価値および株主共同の利益の確保と向上につながるものである
との認識であります。
　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、上記の考え方を十分に理解し、将来にわた
って当社の企業価値および株主共同の利益の確保と向上を指向する者でなければならないと考えております。
　従って、当社は、第三者による当社株式の大量買付け行為等により当社の企業価値および株主共同の利益
が損なわれることを防ぐため、当該第三者が順守すべき大量買付け行為等に係る適正なルールを事前に定め
ておく必要があると考えます。すなわち、当社は、第三者から当社株式の大量買付け行為等の提案（買収提案）
がなされた場合には、これを受け入れるか否かの最終的な判断は、その時点における株主の皆様に委ねられ
るべきと考えており、株主の皆様が買収提案について必要な情報と相当な検討期間に基づいた適切な判断を
行えるようにすることが、当社の企業価値および株主共同の利益の確保と向上のために必要であると考えて
おります。
②取組みの具体的な内容の概要
　ア．基本方針の実現に資する特別な取組み
　　 　当社は、当社グループ全体の企業価値および株主共同の利益の確保と向上のため、３ヶ年毎に中期連

結経営計画を策定し、その達成に向けて、グループ一体となって諸施策に取り組んでおります。
　　 　また、当社は、社会から常に必要とされる企業であり続けるため、中期連結経営計画に基づく施策の

実行に際しては、企業市民の一人としての社会的責任を自覚し、着実にそれを果たしていくことにより、
企業としての経済性と社会性を両立させてまいりたいと考えております。
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　イ．基本方針に照らして不適切な者による支配を防止するための取組み
　　 　当社は、上記基本方針に基づき、2007年４月27日開催の取締役会の決議により、当社の買収を試み

る者が具体的買付行為を行う前に経るべき手続きを明確かつ具体的に示した「株式の大量買付けに関す
る適正ルール（買収防衛策）」（以下「適正ルール」といいます）を導入し、適正ルールの更新条項に基
づき、2013年３月28日開催の取締役会において、適正ルールを2013年４月27日付で更新することを
決議しております。その後、適正ルールの見直し検討条項に基づき、2016年３月30日開催の取締役会
において、適正ルールを2016年４月27日付で修正することを決議しております。

　　 　適正ルールは、当社取締役会が代替案を含め、買収提案の妥当性を検討するために必要な情報と相当
な期間を確保することにより、株主の皆様が買収提案の内容とこれに対する当社取締役会による代替案
等との比較を行い、それぞれにより実現される当社の企業価値および株主共同の利益を十分に理解した
うえで適切な判断（インフォームド・ジャッジメント）を行えるようにすること、加えて、当社の企業
価値および株主共同の利益を損なうこととなる悪質な株券等の大量買付けを阻止することを目的とした
ものであります。

　　 　具体的には、当社の株券等を15％以上取得しようとする者（買収提案者）がいる場合に、買収提案が
適正ルールに定める要件（必要情報および検討期間）を満たすときは、その時点における株主の皆様が、
対抗措置である新株予約権の無償割当ての可否に関し直接判断を下す仕組みとなっております。新株予
約権の無償割当ては、①買収提案者が適正ルールに定める手続きを無視した場合、②買収提案者が裁判
例上悪質と特定された４類型のいずれかに該当し、その買収提案が株主共同の利益に対する明白な侵害
をもたらすおそれのあるものと判断される（国際的評価を得ている法律事務所および投資銀行の助言等
に基づく）場合、③株主の皆様が新株予約権の無償割当てに賛同した場合に限られます。

　　 　適正ルールは、当社ウェブサイト(http://www.sanyo-steel.co.jp/)に掲載しております。
③上記取組みについての取締役会の判断およびその判断に係る理由
　上記②アの取組みは、当社グループ全体の企業価値および株主共同の利益を確保し、向上させるための具
体的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するものです。
　また、上記②イの適正ルールは、買収提案がなされた場合に、対抗措置（新株予約権の無償割当て）を発
動するか否かについて、必要な情報と相当な検討期間に基づいて株主の皆様に判断していただくためのルー
ルおよび手続きを定めたものであります。この適正ルールは、買収提案を受け入れるか否かの最終的な判断
を株主の皆様に委ねることにより、当社の企業価値および株主共同の利益の確保と向上を図るものです。
　以上のことから、当社取締役会は、上記②の取組みが上記①の基本方針に沿うものであり、当社の株主の
共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断し
ております。

（４）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、経営基盤の強化に努めるとともに配当可能利益を拡大することにより、株主の皆様への利益還元
を行うことを基本方針としております。配当につきましては、期間業績に応じた利益配分を基本としつつ、
配当性向および「企業価値向上」のための投資等への所要資金などを勘案して、株主の皆様のご期待に応え
たいと考えております。連結業績に応じた利益配分の指標としては連結配当性向25～30％程度を基準とし、
第２四半期末および期末の剰余金の配当を実施することといたします。
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科　目 金　額
資産の部
流動資産 131,186

現金及び預金 15,693
受取手形及び売掛金 55,242
電子記録債権 5,826
商品及び製品 8,888
仕掛品 26,486
原材料及び貯蔵品 15,753
繰延税金資産 1,444
未収還付法人税等 7
その他 1,852
貸倒引当金 △9

固定資産 79,103
有形固定資産 59,355

建物及び構築物 14,923
機械装置及び運搬具 34,153
土地 8,143
建設仮勘定 973
その他 1,161

無形固定資産 1,484
投資その他の資産 18,264

投資有価証券 11,332
長期貸付金 605
繰延税金資産 175
退職給付に係る資産 5,577
その他 732
貸倒引当金 △157

資産合計 210,290

科　目 金　額
負債の部
流動負債 48,987

支払手形及び買掛金 18,375
短期借入金 11,853
コマーシャル・ペーパー 3,000
未払法人税等 1,650
未払金 5,034
未払費用 5,887
賞与引当金 2,126
役員賞与引当金 88
その他 969

固定負債 32,343
社債 10,000
長期借入金 19,229
繰延税金負債 2,086
役員退職慰労引当金 60
債務保証損失引当金 6
環境対策引当金 30
退職給付に係る負債 762
その他 166

負債合計 81,330
純資産の部
株主資本 121,185

資本金 20,182
資本剰余金 22,672
利益剰余金 80,249
自己株式 △1,919

その他の包括利益累計額 6,413
その他有価証券評価差額金 3,518
為替換算調整勘定 966
退職給付に係る調整累計額 1,928

非支配株主持分 1,360
純資産合計 128,959
負債純資産合計 210,290

連結貸借対照表（2018年３月31日現在） （単位：百万円）

連結計算書類
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科　目 金　額
売上高 157,485
売上原価 132,078
売上総利益 25,406
販売費及び一般管理費 14,436
営業利益 10,969
営業外収益 506
　受取利息及び配当金 279
　その他 226
営業外費用 816
　支払利息 102
　その他 714
経常利益 10,659
特別利益 39
　投資有価証券売却益 39
特別損失 440
　固定資産除売却損 440
税金等調整前当期純利益 10,258
法人税、住民税及び事業税 3,410
法人税等調整額 △239
当期純利益 7,086
非支配株主に帰属する当期純利益 52
親会社株主に帰属する当期純利益 7,034

連結損益計算書（自 2017年４月１日　至 2018年３月31日） 　（単位：百万円）
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株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 20,182 22,597 75,502 △1,903 116,378
当期変動額

剰余金の配当 ― ― △2,287 ― △2,287
親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― 7,034 ― 7,034
自己株式の取得 ― ― ― △15 △15
自己株式の処分 ― 0 ― 0 0
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 ― 75 ― ― 75

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ― ― ― ― ―
当期変動額合計 ― 75 4,746 △15 4,806
当期末残高 20,182 22,672 80,249 △1,919 121,185

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 3,577 △9 759 1,623 5,950 814 123,143
当期変動額

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― △2,287
親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― ― ― ― ― 7,034
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △15
自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― 0
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 ― ― ― ― ― ― 75

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △58 9 207 305 463 545 1,008
当期変動額合計 △58 9 207 305 463 545 5,815
当期末残高 3,518 ― 966 1,928 6,413 1,360 128,959

連結株主資本等変動計算書（自 2017年４月１日　至 2018年３月31日） 　（単位：百万円）
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科　目 金　額
資産の部
流動資産 122,627

現金及び預金 11,102
受取手形 3,344
電子記録債権 1,991
売掛金 57,219
製品 6,033
仕掛品 25,965
原材料及び貯蔵品 13,686
前払費用 77
繰延税金資産 1,025
短期貸付金 995
未収入金 1,176
その他 9

固定資産 78,080
有形固定資産 51,703

建物 10,103
構築物 2,000
機械及び装置 30,340
車両運搬具 245
工具、器具及び備品 1,020
土地 7,324
建設仮勘定 667

無形固定資産 1,222
ソフトウエア 844
その他 377

投資その他の資産 25,154
投資有価証券 7,888
関係会社株式 11,824
関係会社出資金 1,492
長期貸付金 605
長期前払費用 101
前払年金費用 2,798
その他 599
貸倒引当金 △155

資産合計 200,707

科　目 金　額
負債の部
流動負債 54,271

支払手形 139
買掛金 18,248
短期借入金 6,900
１年内返済予定の長期借入金 4,860
コマーシャル・ペーパー 3,000
未払金 4,849
未払費用 5,685
未払法人税等 1,350
未払消費税等 380
前受金 11
預り金 6,992
設備関係支払手形 2
賞与引当金 1,695
役員賞与引当金 69
その他 86

固定負債 30,460
社債 10,000
長期借入金 19,229
長期未払金 11
繰延税金負債 981
退職給付引当金 64
債務保証損失引当金 6
環境対策引当金 30
その他 136

負債合計 84,732
純資産の部
株主資本 112,481

資本金 20,182
資本剰余金 22,597

資本準備金 （ 17,593）
その他資本剰余金 （ 5,003）

利益剰余金 71,620
利益準備金 （ 2,698）
その他利益剰余金 （ 68,922）

特別償却準備金 149
固定資産圧縮積立金 2,093
別途積立金 24,600
繰越利益剰余金 42,079

自己株式 △1,919
評価・換算差額等 3,493

その他有価証券評価差額金 3,493
純資産合計 115,975
負債純資産合計 200,707

貸借対照表（2018年３月31日現在） （単位：百万円）

計算書類
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損益計算書（自 2017年４月１日　至 2018年３月31日） 　（単位：百万円）

科　目 金　額
売上高 148,544
売上原価 126,595
売上総利益 21,949
販売費及び一般管理費 12,173
営業利益 9,776
営業外収益 583
　受取利息及び配当金 377
　その他 205
営業外費用 436
　支払利息 113
　その他 322
経常利益 9,922
特別利益 39
　投資有価証券売却益 39
特別損失 432
　固定資産除売却損 432
税引前当期純利益 9,529
法人税、住民税及び事業税 2,876
法人税等調整額 △188
当期純利益 6,841
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株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立金

当期首残高 20,182 17,593 5,003 22,597 2,698 247 2,159
当期変動額

特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― ― △98 ―
固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― △65
剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ―
当期純利益 ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ―
自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ―
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― 0 0 ― △98 △65
当期末残高 20,182 17,593 5,003 22,597 2,698 149 2,093

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計

利益剰余金
自己株式 株主資本

合計
その他

有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 24,600 37,361 67,067 △1,903 107,943 3,557 △9 3,548 111,491
当期変動額

特別償却準備金の取崩 ― 98 ― ― ― ― ― ― ―
固定資産圧縮積立金の取崩 ― 65 ― ― ― ― ― ― ―
剰余金の配当 ― △2,287 △2,287 ― △2,287 ― ― ― △2,287
当期純利益 ― 6,841 6,841 ― 6,841 ― ― ― 6,841
自己株式の取得 ― ― ― △15 △15 ― ― ― △15
自己株式の処分 ― ― ― 0 0 ― ― ― 0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ― ― ― ― ― △64 9 △54 △54

当期変動額合計 ― 4,717 4,553 △15 4,538 △64 9 △54 4,483
当期末残高 24,600 42,079 71,620 △1,919 112,481 3,493 ― 3,493 115,975

株主資本等変動計算書（自 2017年４月１日　至 2018年３月31日） 　（単位：百万円）

37

010_0243601103006.indd   37 2018/05/22   13:15:44



連結計算書類に係る会計監査人監査報告書　謄本

監査報告書

独立監査人の監査報告書
平成30年５月８日

山陽特殊製鋼株式会社
　　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 芳 則 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 田 直 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、山陽特殊製鋼株式会社の平成29年４月１日から平成30年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、山
陽特殊製鋼株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月８日

山陽特殊製鋼株式会社
　　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 芳 則 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 田 直 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、山陽特殊製鋼株式会社の平成29年４月１日から平成
30年３月31日までの第106期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細
書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附
属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監 査 報 告 書
　当監査役会は、2017年４月１日から2018年３月31日までの第106期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各
監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受ける

ほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監

査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で
監査を実施しました。
①　 取締役会、内部統制委員会、経営会議その他の重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所
において業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役
等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社およびその子会社
から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役および使用人等からその構築および運用の状況について取締役会および個別の会合
等を通じて報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　 事業報告６（３）に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針および同号ロの各取組みについ
ては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

監査役会監査報告書　謄本

40
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2. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④　 事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

ては、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取
組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社
役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（２）計算書類およびその附属明細書の監査結果
 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
 会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2018年５月14日
山陽特殊製鋼株式会社　監査役会

常任監査役 （常勤） 木 村 弘 明 ㊞
監 査 役 （常勤・社外監査役） 大 江 克 明 ㊞
監 査 役 （社外監査役） 福 田 和 久 ㊞

以　上
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トピックス

インドの持分法適用関連会社
Mahindra Sanyo Special Steel Pvt. Ltd.の子会社化を決定

新日鐵住金㈱による当社の子会社化等の検討を開始

　当社は、インドの持分法適用関連会社であるMahindra 
Sanyo Special Steel Pvt. Ltd.（以下、MSSSPL）の株式を
2018年6月末までを目途に追加取得し、子会社化することを
決定いたしました。
　インドの特殊鋼需要は、現在の年間400万トンから2030年
には年間約１千万トンまで大きく拡大し、日系を含む需要家の
現地調達化ニーズや品質要求もさらに高まると見込まれてお
ります。このたびの子会社化はこうした市場の成長や需要家
からの要求の高度化に対応するものです。
　MSSSPLは国内外を含めて、姫路本社以外では初の特殊鋼
一貫製造・販売子会社となりますが、これまで以上に技術・人
材・資金等の経営リソースを投入することで、同社の成長を促
進し、当社グループのグローバル展開を強化してまいります。

　新日鐵住金㈱ならびに当社は、2019年3月を目途に新日鐵住金㈱が当社を子会社化し、同社が2018年
度中に子会社化するOvako AB(スウェーデンに本社を置く特殊鋼メーカー)との３社連携も視野に、両社の
特殊鋼事業の強化とグローバル事業推進体制の構築についての検討を開始いたしました。
　特殊鋼等の製造・販売において、自動車分野をはじめとした国内外の需要家のグローバル化の進展に対応
し、様々なニーズに応えるために、両社の経営資源を持ち寄り事業基盤と技術力を強化するとともに、グロー
バル事業展開に向けた体制整備等を進めることを目的としています。
　新日鐵住金㈱による当社の子会社化の具体的な方法や出資比率等については、両社で検討し、協議が整
い次第公表する予定です。また、当社は、新日鐵住金の子会社となった後も、上場を維持する予定です。
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最先端金属技術が結集する展示会
第５回関西高機能金属展に出展

個人株主様向け工場見学会を開催

　当社は、2018年5月にインテックス大阪で開催された『第５回関西高機
能金属展』に出展し、当社が製造する金属粉末製品をはじめとする先進
高機能材料をＰＲしました。
　金属粉末は、自動車・産業機械や電子部品など幅広い分野で用いられ
る高機能先端材料です。当社は、真空溶解と不活性ガスアトマイズを組み

合わせた粉末製造プロセスにより、不
純物が少ない球状の高機能・高信頼性金属粉末製品等を製造・販売して
います。
　当社は、新技術・新商品の研究開発にたゆまなく注力するとともに、展示
会への出展等の活動を通じて新たなお客様との接点を作り出すことで新
規拡販と用途開発を推進し、積極的に新たな市場を創生してまいります。

　当社は、2018年3月に個人株主様を対象とした工場見学会を開催いた
しました。
　この工場見学会は、当社事業への理解を一層深めていただくことを目
的に2007年度より毎年開催しているもので、9月末時点で1年以上かつ

500株以上当社株式を保有されてい
る株主様を対象としています。
　工場見学会では、電気炉溶解や棒線圧延、自由鍛造工程等の迫力のあ
る製造現場を、参加された株主の方々にご覧いただきました。
　当社は、今後とも、工場見学会やＩＲ情報の発信などを通じて、株主・投
資家の皆様とのコミュニケーション促進に努めてまいります。
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株主メモ
株主メモ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 ６月下旬
同 基 準 日 ３月31日
配 当 の 基 準 日 期末配当　３月31日／中間配当　９月30日
公 告 方 法 電子公告　【当社ウェブサイト】http://www.sanyo-steel.co.jp/

事故その他やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
株 主 名 簿 管 理 人 三井住友信託銀行株式会社
事 務 取 扱 場 所 〒540-8639　大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
郵 便 物 送 付 先 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
お 問 合 せ 先 【フリーダイヤル】0120-782-031
上 場 証 券 取 引 所 東京（証券コード5481）

当社ウェブサイトのご案内

当社はインターネット上にウェブサイトを開設し、会社
の最新情報やＩＲに関する情報などを随時ご提供しており
ます。

また、公告掲載が必要な場合は当ウェブサイトにてお知
らせいたします。

皆さまのアクセスをお待ちしております。

当社ウェブサイト >>> 

http://www.sanyo-steel.co.jp/
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山陽電車

飾磨消防署
飾磨警察署

姫路南郵便局

山
陽
電
車

駅
南
大
路

至神戸

至神戸

至神戸

至岡山

至相生

至岡山
飾磨市民
センター

三井住友銀行
飾磨支店

飾磨
小学校

緑　地　帯

姫路駅

姫路駅

飾磨駅

辰巳運輸

山陽特殊製鋼（株）

姫路バイパス

国道250号線

JR山陽本線

JR山陽新幹線

姫路城

至神戸

株主総会会場

姫路南ランプ

N

送迎バス
乗り場

兵庫信金三井住友

交番

改札口

山陽電車 飾磨駅

N

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

山陽電車飾磨駅から送迎バスを運行いたします。飾磨駅
改札口から送迎バス乗り場まで係員がご案内いたします。

［ 送迎バスのご案内 ］

午前9時00分発
午前9時30分発送迎バスの発車時刻

JR 姫路駅南口から 
車で約20分
姫路バイパス姫路南ランプから 
南へ約４㎞

交 通

姫路市飾磨区中島字一文字3007番地
山陽特殊製鋼株式会社　講堂

会 場
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